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１ 国のガイドラインの概要
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２ 協議の進め方

○ 構想区域は、地域医療構想に基づき医療提供体制の構築を進める単位であり、主に、①医療提供体制の
構築のため、②必要病床数の運用のため、の２つの役割がある。

○ 医療提供体制の構築に向けては、将来にわたっても、当該区域の医療資源に応じた効率的な医療提供体
制が確保できるよう、特に、急性期拠点機能の確保の観点から、当該地域で緊急手術等の急性期医療の需
要が一定程度発生し、こうした需要に対応する体制を合理的に確保できる単位として設定する必要がある。

○ 人口の少ない地域においては、医療需要は減少し、医療従事者の確保もますます困難となる。こうした
中、2040年やその先に向けて、入院医療を提供する単位として構想区域が成り立たなくなる場合があるこ
とが課題となる。

１ 現状と課題

○ 都道府県は、将来人口推計、患者の流出入、医療機関の配置状況、医療従事者の確保状況、医療へのア
クセス等の客観的なデータや、一部の地域において隣接する区域に患者が流出している等の実態等を踏ま
えて、現在の構想区域ごとに、現在及び将来の医療需要や人材確保の観点で、区域として一定の医療提供
の完結が可能か、都市部を中心とした人口が多く公共交通機関が発達している地域においては、協議する
単位として適切であるか等の課題を整理する。

○ その上で、都道府県は、課題がある構想区域については、現在の区域の維持、隣接する区域との統合又
は再編等の対応について検討する。

３ 協議事項

ガイドラインにおける構想区域に関連する記載＜抜粋＞

○ 区域調整会議において、構想区域の設定に係る課題を把握し、現在の区域を維持しつつ、隣接する区域
との連携体制を構築することや、隣接する区域と統合すること等について、症例数や医療従事者の確保、
患者のアクセス等の複数の観点から、それぞれのメリット、デメリットを整理・比較しながら対応案を検
討する。その上で、都道府県調整会議においても協議の内容や対応案を共有し、必要に応じて協議を行い
ながら、構想区域の設定を行う。
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○ 入院医療については、地域ごとに、人口構造の変化や医療資源の状況が異なり、人口規模ごとに抱える
課題が異なる。それら課題を踏まえ、医療需要の変化等に対応した持続可能な入院医療提供体制を構築す
ることが重要である。

○ 具体的には、医療機関機能の確保に向けた協議を通じて、手術や救急医療等の医療資源を要する医療を
提供する体制を、集約化等を通じてどのように確保していくか、高齢者救急の受入やリハビリテーション、
在宅復帰、慢性期医療需要への対応について、どのような役割分担を行って対応していくか等、具体的な
取組を検討する。

○ 人口の少ない地域においては、高齢者人口及び生産年齢人口の減少が見込まれる中、高齢者救急も含
め、急性期医療の需要そのものが減少する一方で、医療従事者の確保も一層困難となり、従来どおりの入
院医療の提供を完結させることがますます困難となる。こうした限られた医療資源の中で、必要な急性期
医療等の体制を維持することが重要である。

○ さらに、一部の地域においては、自動車で一時間程度等と離れた複数の同規模の生活圏域により構成さ
れ、それぞれの圏域において同程度の急性期医療を提供する医療機関が存在する場合があり、アクセスの
確保の観点から、一方の医療機関への集約に課題がある場合がある。こうした場合には、各生活圏域内に
おける当該医療機関が、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関として一定の入院医療体制を確保し
た上で、それぞれの圏域に近接する他の構想区域に所在する急性期拠点機能を担う医療機関と連携する等
の対応を検討することも考えられる。

１ 現状と課題

ガイドラインにおける急性期拠点機能の確保に関連する記載①＜抜粋＞

２ 協議の進め方
○ 都道府県調整会議においては、データに基づき、各地域の現状や将来の見込みに加え、区域ごとに提供

できる医療の差異や区域間での流入、流出の状況の確認、他の都道府県との比較等も踏まえ、地域ごとの
課題を把握するとともに、患者のアクセスへの支援、隣接する他都道府県との連携、大学病院本院による
人的協力のあり方、各構想区域では確保することが困難な医療への対応等について協議する。

○ 区域調整会議においては、当該区域の課題に応じて、医療機関機能の確保や、手術、救急医療等の医療
資源を要する医療の役割分担、病床の整備、その他入院医療提供体制の確保に向けた課題について協議を
行う。 7



○ 急性期拠点機能の確保の目的は、手術等の急性期医療を集約して提供していくこと、また、急性期医療
に従事する医師等について、都道府県と大学との連携により確保していくことで、地域において質の高い
医療を提供するとともに、医療従事者も持続可能な働き方を確保し、地域における効率的な医療提供体制
を構築していくことにある。

○ 急性期拠点機能を担う医療機関については、2040年の人口推計をもとに、人口20万人から30万人程
度につき一か所程度を目安に確保する。

○ 区域における急性期拠点機能を担う医療機関数を検討するに当たっての具体的な考え方は以下のとおり。
・ 地方都市型の区域や人口の少ない区域においては、診療実績が同程度の複数の急性期医療機関が存在

する場合があるが、現状の診療実績が同程度であることを理由として、急性期拠点機能を当該複数か所確
保するといった進め方は適切ではない。区域内での相対的な順位を確認するだけでなく、医師数当たりの
症例数や人口当たりの手術件数等を、他の区域において急性期拠点機能を担いうる医療機関と比較するこ
とで、全国的に見て、当該区域内の急性期医療の提供が効率的か、将来に向けた集約化の必要性があるか
等を併せて検討する必要がある。

・ 人口規模が限られた構想区域であって、構想区域に係る協議を踏まえてもなお、地理的な要因等により
広域化等の見直しを行わないこととした場合には、当該区域において一定の医療の完結を見込むことが困
難であると考えられる。当該区域内においては、急性期拠点機能の確保は前提とせず、隣接する区域と一
体的に確保することを検討する。この場合、当該区域内では、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機
関を確保することとし、当該医療機関が一部の頻度の高い疾患等を中心に、一定程度の急性期医療を担え
るよう、連携・再編・集約化の取組や医師の確保等の取組を検討する。

○ 以下のような場合については、医療機関間の連携・再編・集約化等を念頭に置いた上で、急性期拠点機
能以外の医療機関機能を担っていくことを検討する必要がある。

・ 診療実績等が相対的に低く、人材確保等の制約から、将来的には、手術等の急性期医療は、当該区域内
の他の急性期医療機関や、隣接区域において急性期拠点機能を担う医療機関に集約して行っていくことが
現実的であると考えられる場合

３ 協議事項

ガイドラインにおける急性期拠点機能の確保に関連する記載②＜抜粋＞
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２ 病床整備の留意点

○ 都道府県は、入院医療提供体制の確保に当たり、必要病床数及び病床機能報告の状況を踏まえながら、
地域における病床数のあり方について検討する。この際、入院医療需要が⾧期的に減少していくことが見
込まれる中、全体としてはダウンサイズを進めつつ、今後需要の増加が見込まれる包括期機能の病床を中
心に、必要な機能の病床を整備していくことが重要である。

○ 病床整備の取組の検討に当たっては、病床機能のみならず、医療機関機能とも整合性を図る必要がある。
具体的には、前記①で述べた、急性期拠点機能、高齢者救急・地域急性期機能等の確保に向けた協議を踏
まえた上で、各医療機関が担う役割に応じた形で病床機能の分化・連携を進めることが重要である

１ 病床整備の方向性

ガイドラインにおける病床機能の確保に関連する記載＜抜粋＞

○ 病床機能報告に基づく病床数と必要病床数や基準病床数の関係については、Ⅰ．４．のとおりであり、
両者の数値を比較し、マクロの病床規模を把握していくことは引き続き重要である一方、その差分には、
病棟単位と病床単位での差分等が含まれていることには留意が必要である。入院受療率が中⾧期的に低下
していくことが見込まれる中、現に病床の不足により入院医療の提供が困難となっているといった状況が
確認されていない場合において、差分があることをもって直ちに増床等が必要と判断することは適当では
ない。
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・ 外来医療に関する協議については、まず、都道府県調整会議において、地域ごとの課題を把握していく。具体的に
は、構想区域ごとに、将来推計人口、外来医療の需要の見込み、医療機関の配置状況、休日・夜間の診療体制、診療
所の継続性、オンライン診療の活用状況等のデータ、かかりつけ医機能報告等を踏まえ、各構想区域において、将来
に向けた外来医療の提供体制に課題がある地域が存在するか等を把握する。

・ そうした上で、課題に対する取組として、都道府県、市町村、医療関係者等が連携し、診療所を中心に、必要に応
じて病院も含めた地域全体での外来医療提供体制の構築、患者のアクセス支援、効率的な外来医療の提供のあり方等
について検討していく。

２ 協議の進め方

・ 外来医療については、人口の少ない地域を中心として、人口減少に伴う外来医療需要の減少により、小児科や産婦
人科をはじめとした一部診療科の維持が困難となりつつあるほか、診療所医師の高齢化による診療所の維持困難、休
日・夜間の初期救急体制の確保困難、専門的な外来機能の不足等、様々な課題が生じはじめている。

・ 更なる人口減少が進む2040年を見据え、従来どおりの提供体制を前提とすることが難しくなる地域については、診
療所の状況等を踏まえながら、地域の医師会等との連携や病院が補完的に役割を担うこと等により、限られた医療資
源の中で持続可能な外来医療提供体制を構築することが求められる。

１ 現状と課題

①休日・夜間も含めた持続可能な外来医療提供体制の構築
②患者のアクセスの確保
③効率的かつ効果的な外来医療提供の推進

３ 協議事項

ガイドラインにおける外来医療に関連する記載＜抜粋＞
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・ 地域医療構想の協議の枠組みとしては、都道府県の規模や検討体制等を踏まえ、都道府県調整会議又は区域調整
会議において、まず、将来の見込みや基本的な課題を把握する。具体的には、構想区域ごとに、将来推計人口、在宅
医療需要を含めた慢性期の医療需要の見込みを把握するとともに、慢性期の医療需要に対応するための在宅医療や療
養病床、介護保険施設の資源を把握し、全国的な比較も行った上で、どの程度在宅医療を提供していくかの方向性を
検討する。

・ そして、これまで在宅医療を担ってきた医療機関のみでそうした提供が可能か、在宅医療等連携機能を担う医療
機関の役割として、在宅医療の提供や在宅医療の後方支援がどの程度必要か、介護資源等を併せてどのように活用し
ていくか等について整理していく。

・ そうした上で、在宅医療等連携機能を担う医療機関が担う具体的な役割や当該機能を担う医療機関の確保の方向
性を検討するとともに、地域ごとの個別の課題に対する取組として、休日・夜間を含む急変時対応に地域で適切に対
応できる連携体制の構築、効率的な在宅医療の提供のあり方等について検討する。

２ 協議の進め方

・ 今後、医療と介護の複合ニーズを抱える高齢者人口の増加に伴い、在宅医療の需要は増加していくことが見込ま
れる。一方、在宅医療と介護保険施設、療養病床の一部については患者像が重複する場合があることから、今後増加
が見込まれる在宅医療の需要についても、そのすべてを在宅医療で受け止めるものではなく、広く慢性期医療の需要
として、地域の実情に応じて、療養病床のほか、介護医療院、介護老人保健施設、特別養護老人ホームといった介護
保険施設を含む地域の既存資源を組み合わせて対応していくことが必要である。

１ 現状と課題

① 慢性期の医療提供体制の一体的な確保
② 地域における24時間の提供体制の構築
③ 効率的かつ効果的な在宅医療提供体制の整備

３ 協議事項

ガイドラインにおける在宅医療に関連する記載＜抜粋＞
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・ 介護との連携に関する協議については、都道府県調整会議又は区域調整会議において、まず、将来の見込みや基本
的な課題を把握する。具体的には、慢性期の医療需要の見込みに加え、医療・介護資源の状況を把握した上で、当該
区域の課題を把握する。

・ 慢性期の医療需要の受け皿の整備については、療養病床、在宅医療及び介護保険施設を一体的に検討することが必
要である。地域ごとにそれぞれの資源の状況が異なることから、現在の整備の状況や全国的な比較等も踏まえつつ、
地域全体としてどのような組合せにより受け止めるかという観点から協議を行う。

・ 介護との連携に係る個別の課題については、入院中の患者の早期退院に向けた取組並びに高齢者施設入所中及び在
宅療養中の利用者が適切な医療を受けることができる体制の整備の観点から協議を進める。

２ 協議の進め方

・ 今後、高齢者人口の増加に伴い、医療と介護の複合ニーズを有する者、認知症を有する者等が増加することが見込
まれる。このため、入院医療、在宅医療、介護保険施設が、それぞれの機能に応じて役割分担しつつ、連携する体制
を確保することが課題となる。

１ 現状と課題

① 慢性期の医療提供体制の一体的な確保
② 医療と介護の相互理解に基づく切れ目のない退院・療養支援体制の構築

３ 協議事項

ガイドラインにおける介護との連携に関連する記載＜抜粋＞
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・ 区域調整会議において医療機関機能の確保に関する協議を進めていく中で、医師の配置状況等のデータを踏まえつ
つ、当該区域においてどの医療機関に、どの診療領域の医師が、どの程度必要となるかを把握する。

・ そうした上で、都道府県調整会議において、構想区域ごとの医療機関機能等に係る協議の状況を踏まえ、大学病院
本院による人的協力のあり方、地域枠医師等の活用の方向性、構想区域を越えて確保すべき診療領域の医師の確保の
方向性等について協議を行う。特に、急性期拠点機能を担う医療機関への外科医、麻酔科医等の派遣、区域内では完
結的に確保することが困難な専門的医療を支える医師の確保、人口の少ない地域等への代診医の確保等については、
都道府県全体の観点から整理することが重要である。

２ 協議の進め方

・ 今後、地域によっては医師の確保が一層困難となることが想定される。また、手術等の急性期医療の需要が相対的
に減少する一方で、高齢者救急や在宅医療の需要は増加が見込まれる。このため、単に医師数の多寡のみを問題とす
るのではなく、医療機関機能に応じた医療機関の役割分担の内容を踏まえつつ、どの地域に、どの診療領域の医師を、
どの程度重点的に確保するかが課題となる。

１ 現状と課題

① 医師等の確保について
・ 急性期拠点機能を担う医療機関において必要となる外科医、麻酔科医等の確保、高齢者救急・地域急性期機能を
担う医療機関において必要となる内科系医師等の確保について、都道府県は大学病院本院と連携しながら検討して
いくことが必要である

② 大学病院本院との連携
・ 都道府県は、地域医療構想に基づく医療提供体制の確保に当たり、大学病院本院と密接に連携し、地域に必要な

人的協力等のあり方を整理する。
・ 具体的な連携に当たっては、都道府県は、構想区域ごとの協議を踏まえ、どの区域において、どの医療機関機能

の確保のために、どのような診療領域の医師が必要となるかを整理し、大学病院本院と共有することが重要である。
一方、大学病院本院は、こうした地域の必要性を踏まえ、教育及び研究への影響も勘案しつつ、急性期拠点機能を
担う医療機関への外科医、麻酔科医等の派遣、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関への内科系医師等の協
力、へき地や人口の少ない地域における代診医の確保等について、都道府県と調整を行う。

３ 協議事項

ガイドラインにおける人材確保に関連する記載＜抜粋＞
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２ ガイドラインを踏まえたスケジュール

14



スケジュール ～主な論点ごとのスケジュール～

★新たな地域医療構想
（～2040）

構想区域

論
点

◎照会10月
⇒報告11月

◎照会10月
⇒報告11月

◎照会10月
⇒報告11月

医療機関・病床機能報告
（見込み）

医療機関機能の確保

病床機能の確保

外来医療

在宅医療

介護との連携

人材確保

精神医療

★保健医療計画
（2024-2029）

第９次

区域の検討

第８次医療計画

ガイドライン・報告等を
踏まえた協議等

各職種の確保対策を検討等

慢性期需要等の見込の共有
介護との連携に係る議論等

機能分化・連携の議論等

地域医療構想調整会議に
おける議論等

次期計画の検討・策定中間見直し

15

○ 令和８年度は、構想の前提となる構想区域について検討を進め、区域の決定後、各論点に係る取組の方向
性について本格的な議論を行っていく。

○ なお、構想区域については、国の方針を踏まえ、令和11年度に策定予定の次期保健医療計画における二次
保健医療圏へ反映する予定。

＜国の想定スケジュール＞

持続可能な提供体制の検討

地
域
医
療
構
想
策
定



16出典:令和８年７月28日 地域医療構想策定ガイドラインに係る都道府県説明会資料
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第１回調整会議 第２回調整会議



３ 本県の医療需要の分析
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○ 国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、岩手県全体の人口は、2025年から2040年までの15年
間で、▲214,476人（▲18.8％）。

○ 年齢構成別に見ると、85歳以上人口:＋21,383人（＋25.0％）、65歳以上人口は:▲21,399人
（▲5.2％）、生産年齢人口（15～64歳）:▲156,567人（▲25.4％）。

※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 令和５(2023)年推計」を基に岩手県保健福祉部医療政策室において作成。
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○ 2040年に向けて岩手県の人口は約19％が減少

○ 全ての構想区域で人口が減少していくことが見込まれる。

○ 65歳以上人口は、盛岡区域以外は減少が見込まれており、既に高齢者人口は
減少に転じている区域もある。

○ 85歳以上人口は、全ての区域で増加していくため、医療・介護ニーズは高
まっていくと見込まれる。

21

【医療需要】少子高齢化の進展（小括）

主なポイント
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○ 本県における１月あたりの外来患者数について、厚労省から提供されたデータによれば、すべての区域に
おいて減少していく見込み。

【１月あたりの外来患者数】

増減2040年2024年構想区域

△114,691692,920807,610全県

△26,427309,464335,891盛岡
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△7,37725,73033,108気仙

△6,53218,26224,794釜石

△10,86433,24644,110宮古

△5,71418,82424,538久慈

△7,43421,99229,426二戸
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○ 本県における１日あたりの入院患者数は、入院受療率（患者調査）及び人口推計（社人研）に基づき、本
県で推計した結果、盛岡区域は概ね横ばいであるが、その他の区域は、減少していく見込み。
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１日あたりの入院患者数増減率【対2025年比】
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△43211,64612,078全県

+2184,5394,321盛岡

△492,0832,132岩手中部
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△73383456釜石

△125700825宮古
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【医療需要】１日あたり入院患者数の将来見通し
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○ 本県における手術件数は、NDBデータ等に基づき株式会社日本経営が試算した結果、すべての区域で減少
していく見込み。

増減2040年2025年構想区域

△24,174157,680181,854全県
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△1,7306,1437,873二戸

【医療需要】手術件数の将来見通し
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○ 本県における救急搬送件数は、年齢別搬送率（岩手県消防防災年報）及び人口推計（社人研）に基づき本
県で試算した結果、盛岡区域は2040年にピークを迎える見込みであるが、増加率は低くほぼ横ばい。その他
の区域は、今後減少していく見込みである。

【年間の救急搬送件数】

増減2040年2025年構想区域

△2,18848,21450,402全県
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△2052,1652,370久慈

△2912,0112,302二戸

【医療需要】救急搬送件数の将来見通し

○推計条件
年齢区分別の全国及び本県の搬送率を踏まえて、

以下のとおり搬送率を設定し、当該搬送率を推計
人口に乗じて算出。
＜推定年齢別搬送率＞

0歳～64歳:1.9％、65歳～74歳:4.2％、
75歳～84歳:9.1％、85歳以上:18.6％
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○ 外来患者数は、全ての区域で減少していく見込み。

○ 入院患者数は、盛岡区域を除く区域では減少していく見込み。盛岡区域につい
ても、増加率は低くおおむね横ばい。

○ 手術件数は、全ての区域で減少していく見込み。

○ 救急搬送件数は、盛岡区域を除く区域では減少していく見込み。盛岡区域につ
いても、増加率は低くおおむね横ばい。
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【医療需要】医療需要の変化（小括）

主なポイント



※ 厚生労働省「令和７年度病床機能報告」の公表データを「在棟患者延べ数÷（許可病床数×365日）」で機械的に計算したもの。

圏域ごとの機能別病床利用率（令和６年度の状況）
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ガイドラインで示されている病床利用率の中央値は、
高度急性期:78％、急性期83％、包括期:87％、慢性期:92％
⇒本県は、全国の中央値と比較すると、急性期及び包括期の利用

率が低く、病床に余剰がある状況。

赤線が全国の中央値
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構想区域ごとの１日あたり患者数の見通し

※厚生労働省「地域医療構想策定支援ツール」
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岩手県計
2024年度

2040年度（改革モデル）

（単位:人/日）

厚労省の推計では急性期病床の2040年の１日
あたり患者数について、2024年度よりも大幅
に減少（▲37.1％）する見込み。
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※厚生労働省「地域医療構想策定支援ツール」
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2024年病床数と2040年必要病床数の比較
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厚労省が試算した2040年の必要病床数と2024年
の病床数を比較すると、3,068床のギャップが生
じる見込み
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（単位:床）
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2040年度の必要病床数を算定するに当たっては、これまで急性
期として区分してきた75歳以上の急性期患者のうち５割について
は、包括期の需要に区分されている。



○ 本県全体のR6病床利用率と全国中央値の病床利用率を比較すると、次のとおりであり、急性期病床及
び回復期病床が全国よりも病床利用率が低く、病床に余剰がある状況。

○ 病床機能別の１日あたり患者数については、2024年の本県計と厚労省が試算した2040年の見込みを
比較すると、次のとおりであり、急性期の患者数が大きく減少する見込み。

○ 本県全体のR5病床数と2040年の必要病床数を比較すると、次のとおりであり、急性期病床・慢性期
が現状のままでは過剰、包括期が不足する見込み。
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【医療需要】病床機能の見直し（小括）

主なポイント

慢性期回復期急性期高度急性期
92％72％72％82％岩手県全体①
92％87％83％78％全国中央値②
±0％+15％+11％△4％②－①

慢性期包括期急性期高度急性期
2,876床2,974床5,809床199床2024年病床数①
2,094床3,871床1,909床916床2040年必要病床数②
△782床＋897床△3,900床＋717床②－①

慢性期包括期急性期高度急性期
2,1713,3492,548813患者数/日（2024年）①
1,9373,4451,603724患者数/日（2040年）②
△234+96△945△89②－①
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○ 本県における要支援・要介護者数は、盛岡区域において2040年に向けて大幅に増加する見込み。
○ その他の区域は、今後、減少傾向となり、特に釜石区域において減少率が大きい。

【要支援・要介護者数】

増減2040年2023年構想区域

＋5,34586,03880,693全県

＋7,25234,74427,492盛岡

▲4313,43913,482岩手中部

＋7359,4698,734胆江

▲4259,4359,860両磐

▲3383,9204,258気仙

▲8202,6383,458釜石

▲4374,9085,345宮古

▲2093,8074,016久慈

▲3703,6784,048二戸

【医療需要】要支援・要介護者数の見通し
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本県の要支援・要介護支援率（R5年度末時点）

出典:厚生労働省「令和５年度介護保険事業状況報告」（令和６年３月末）

＜推定方法＞
要支援・要介護者数は、2023年の数値は、 「令和５年度介護
保険事業状況報告」であり、それ以降は、厚生労働省「地域
包括ケア「見える化」システム」による市町村推計値
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○ 本県における在宅（訪問診療）の需要は2045年にピークを迎える見込み。
○ その後は、全ての区域で減少傾向となっていく。

【１月あたり在宅（訪問診療】件数】

増減2040年2024年構想区域

+1,7417,6465,905全県

+1,4714,8543,383盛岡

+151984833岩手中部

+34312279胆江

+46896850両磐

+47167気仙

+11282272釜石

+15141127宮古

+74740久慈

+25856二戸
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【医療需要】在宅（訪問診療）の見通し
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○ 訪問看護（介護保険）に係る需要が、盛岡、岩手中部、胆江は増加していく見込み。
○ 訪問看護（医療保険）に係る需要は、全ての区域で減少していく見込み。

病院・診療所訪問看護（介護保険）訪問看護（医療保険）
構想区域

増減20402024増減20402024増減20402025

△164533697+1,2077,4796,272△1752,6152,789全県

+23331+1,1114,2523,140△71,6441,650盛岡

△22141163+1141,077963△37418455岩手中部

△114859+39472433△87078胆江

△55129183+6618612△40239279両磐

△135△17309326△2878106気仙

△123△19155174△61319釜石

△235779△20249270△37113151宮古

△1910△3208211△62531久慈

△53112165△5139144△51622二戸
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【医療需要】訪問看護の見通し
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○ 要支援・要介護認定者数は、2040年に向けて盛岡区域、胆江区域で増加して
いく見込みであるが、その他の区域は減少していく見込み。

○ 在宅医療（訪問診療）の需要は、厚生労働省の機械的な推計では、2040年に
向けて全ての区域で増加の見込み。

○ 訪問看護（介護保険）分の需要においても、厚生労働省の機械的な推計では、
盛岡、岩手中部、胆江では増加していく見込み。

○ 厚労省の推計は、将来推計人口に令和６年度の受療率を乗じて機械的に算出し
たものであり、精緻な需要を表したものではない。また、今後、高齢者の単身世
帯の増加等による施設サービスの利用動向、医療・介護資源の確保状況等により、
在宅医療需要は大きく変動する可能性があることから、これらの要素を踏まえつ
つ、在宅医療提供体制について検討していく必要がある。

34

【医療需要】在宅医療等への対応（小括）

主なポイント



４ 課題の整理と今後の流れ

35
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○ 外来患者数、入院患者数、手術件数は多くの区域で減少が見込まれており、効率的な医療提供体制を
構築していく上では、医療機能の集約化・重点化を含めた医療提供体制の在り方について検討が必要。

■ 医療需要の変化

○ 病床利用率や2040年の患者数/日、必要病床数の見通しを踏まえ、急性期病床から包括期病床への転
換やダウンサイズについて検討が必要。

■ 病床機能の見直し

○ 厚生労働省による機械的な推計では需要の増加が見込まれる区域があるものの、施設サービスの利用
動向、医療・介護資源の確保状況等の要因によっては、推計結果と実際の需要が異なる可能性がある。こ
のため、療養病床や介護保険施設等の既存資源を組み合わせながら一体的な検討が必要。

需要分析のまとめ②（在宅医療等）

○ 岩手県では、既に多くの区域で高齢者人口が減少局面に入っており、高齢者人口の増加を前提とした
全国的な状況とは異なっている。

○ 今後、医療需要の減少が見込まれる中、将来にわたり必要な医療提供体制を維持・確保していくため
に現行の構想区域が適切な単位であるか検討が必要。

需要分析のまとめ①（構想区域）
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■計画部会における検討の流れ

報告内容時期
医療供給の分析等（医療従事者数の現状及び見込、症例数及び医療の質等）９月２日（水）
構想区域の検討11月４日（水）
構想区域の検討１月27日（水）



国から示されている協議にあたって基本となるデータ①

○ 国から協議にあたって基本となるデータが示されていること。
○ 構想区域の設定に向けて第１回＜今回＞は医療需要に関連するものを提示（赤枠囲み）
○ 第２回は人材等の供給に関連するものを提示（緑枠囲み）する予定。
○ その他のデータについては、議論の内容等踏まえ今後提示する予定。

38



39

国から示されている協議にあたって基本となるデータ②
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国から示されている協議にあたって基本となるデータ③
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国から示されている協議にあたって基本となるデータ④


